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議案第１５号

向日市介護保険条例の一部改正について

向日市介護保険条例の一部を改正する条例を制定する。

よって、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定により、議会の議決を求める。

平成３０年２月２３日提出

向日市長 安 田 守
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条例第 号

向日市介護保険条例の一部を改正する条例

向日市介護保険条例（平成１２年条例第３号）の一部を次のよう

に改正する。

第２条第１項中「平成２７年度」を「平成３０年度」に 「平成、

２９年度」を「平成３２年度」に改め、同項第１号中「３１，０６

２円」を「３２，８２６円」に改め、同項第２号中「４０，３８１

」 「 ， 」 、 「 ， 」円 を ４２ ６７４円 に改め 同項第３号中 ４３ ４８７円

を「４５，９５７円」に改め、同項第４号中「５５，９１２円」を

５９ ０８７円 に改め 同項第５号中 ６２ １２４円 を ６「 ， 」 、 「 ， 」 「

， 」 、 「 ， 」 「 ，５ ６５２円 に改め 同項第６号中 ７１ ４４３円 を ７５

５００円」に改め、同号ア中「という 」の次に「 租税特別措置。） （

（ ） 、法 昭和３２年法律第２６号 第３３条の４第１項若しくは第２項

第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第３

５条第１項、第３５条の２第１項又は第３６条の規定の適用がある

場合には、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定する特別

控除額を控除して得た額とする。以下この項において同じ 」を。）

加え、同項第７号中「７７，６５５円」を「８２，０６５円」に改

め、同項第８号中「９６，２９３円」を「１０１，７６１円」に改

め、同項第９号中「１１１，８２４円」を「１１８，１７４円」に

、 「 ， 」 「 ， 」改め 同項第１０号中 １３３ ５６７円 を １４１ １５２円

に改め、同項第１１号中「１５５，３１０円」を「１６４，１３０

円」に改め、同項第１２号中「１７７，０５３円」を「１８７，１
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０９円」に改め、同条第２項中「平成２７年度、平成２８年度及び

平成２９年度」を「平成３０年度から平成３２年度まで」に 「２、

７，９５６円」を「２９，５４４円」に改める。

第７条第１項ただし書中「１０円未満」を「１００円未満」に、

「その金額」を「その全額」に改め、同条に次の１項を加える。

３ 市長は、保険料の納付義務者が納期限までに納付しなかったこ

とについて、やむを得ない理由があると認める場合においては、

第１項の延滞金を減免することができる。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成３０年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の向日市介護保険条例第２条の規定は、平成３０年度以

後の年度分の保険料について適用し、平成２９年度以前の年度分

の保険料については、なお従前の例による。

３ 改正後の向日市介護保険条例第７条の規定は、平成３０年４月

１日以後収納する延滞金から適用し、同日前に収納し、又は収納

すべきであった延滞金については、なお従前の例による。
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〈参 考〉

向日市介護保険条例の一部を改正する条例

新 旧 対 照 表

改 正 現 行

（保険料率） （保険料率）

第２条 平成３０年度から平成３２年度までの各年度にお 第２条 平成２７年度から平成２９年度までの各年度にお

ける保険料率は、当該年度分の保険料の賦課期日（介護 ける保険料率は、当該年度分の保険料の賦課期日（介護

保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい 保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」とい

う。）第１３０条に規定する賦課期日をいう。以下同 う。）第１３０条に規定する賦課期日をいう。以下同

じ。）における次の各号に掲げる第１号被保険者（法第 じ。）における次の各号に掲げる第１号被保険者（法第

９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同 ９条第１号に規定する第１号被保険者をいう。以下同

じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とす じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に定める額とす

る。 る。

(1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以 (1) 介護保険法施行令（平成１０年政令第４１２号。以

下「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者 下「令」という。）第３９条第１項第１号に掲げる者

３２，８２６円 ３１，０６２円

(2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４２，６７４ (2) 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ４０，３８１

円 円

(3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４５，９５７ (3) 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ４３，４８７

円 円

(4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５９，０８７ (4) 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ５５，９１２

円 円

(5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６５，６５２ (5) 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ６２，１２４

円 円

(6) 次のいずれかに該当する者 ７５，５００円 (6) 次のいずれかに該当する者 ７１，４４３円

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２ ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２

条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下 条第１項第１３号に規定する合計所得金額（以下

「合計所得金額」という。）（租税特別措置法（昭 「合計所得金額」という。）

和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しく

は第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、

第３４条の３第１項、第３５条第１項、第３５条の

２第１項又は第３６条の規定の適用がある場合に

は、当該合計所得金額から令第３８条第４項に規定

する特別控除額を控除して得た額とする。以下この

項において同じ。）が１，２５０，００１円未満で が１，２５０，００１円未満で
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あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの あり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの

イ 略 イ 略

(7) 次のいずれかに該当する者 ８２，０６５円 (7) 次のいずれかに該当する者 ７７，６５５円

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(8) 次のいずれかに該当する者 １０１，７６１円 (8) 次のいずれかに該当する者 ９６，２９３円

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(9) 次のいずれかに該当する者 １１８，１７４円 (9) 次のいずれかに該当する者 １１１，８２４円

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(10) 次のいずれかに該当する者 １４１，１５２円 (10) 次のいずれかに該当する者 １３３，５６７円

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(11) 次のいずれかに該当する者 １６４，１３０円 (11) 次のいずれかに該当する者 １５５，３１０円

ア及びイ 略 ア及びイ 略

(12) 前各号のいずれにも該当しない者 １８７，１０９ (12) 前各号のいずれにも該当しない者 １７７，０５３

円 円

２ 前項第１号に掲げる者に対する平成３０年度から平成 ２ 前項第１号に掲げる者に対する平成２７年度、平成２

３２年度まで における保険料率は、同号の規 ８年度及び平成２９年度における保険料率は、同号の規

定にかかわらず、２９，５４４円とする。 定にかかわらず、２７，９５６円とする。

３ 略 ３ 略

（延滞金） （延滞金）

第７条 保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を 第７条 保険料の納付義務者は、納期限後にその保険料を

納付する場合においては、当該納付金額に、その納期限 納付する場合においては、当該納付金額に、その納期限

の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額が２， の翌日から納付の日までの期間に応じ、当該金額が２，

０００円以上（１，０００円未満の端数があるときは、 ０００円以上（１，０００円未満の端数があるときは、

これを切り捨てる。）であるときは、当該金額につき年 これを切り捨てる。）であるときは、当該金額につき年

１４．６パーセント（納期限の翌日から３か月を経過す １４．６パーセント（納期限の翌日から３か月を経過す

る日までの期間については、年７．３パーセント）の割 る日までの期間については、年７．３パーセント）の割

合をもって計算した金額に相当する延滞金額を加算して 合をもって計算した金額に相当する延滞金額を加算して

納付しなければならない。ただし、延滞金額に１００円 納付しなければならない。ただし、延滞金額に１０円未

未満の端数があるとき又はその全額が１，０００円未満 満 の端数があるとき又はその金額が１，０００円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を納付するこ であるときは、その端数金額又はその金額を納付するこ

とを要しない。 とを要しない。

２ 略 ２ 略

３ 市長は、保険料の納付義務者が納期限までに納付しな

かったことについて、やむを得ない理由があると認める

場合においては、第１項の延滞金を減免することができ

る。


